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令和８年７月２７日から令和８年８月２６日までの間、県民の皆様から募集した 
「特定漁港施設の運営の事業の認定に係る審査基準及び標準処理期間（案）」についての
ご意見、ご意見に対する県の考え方及び反映状況を取りまとめましたので公表します。 

なお、１名の方から延べ７件の貴重なご意見をいただきました。ご協力ありがとうござ
いました。 

番号 

提
出
者
数 

ご意見 県の考え方及び反映状況 

１ １ 

漁港内で民間事業者が事業を行う場合、事業内
容によっては、排水、油類・薬品等の流出、廃棄
物、粉じん、騒音その他の環境負荷が発生する可
能性があります。 
 一度漁港内の水質や底質、生態系に悪影響が生
じれば、漁業や周辺海域に長期的な影響を及ぼす
おそれがあります。 
 したがって、単に「漁港の保全に支障を及ぼさ
ない」という抽象的な判断にとどめず、申請時
に、 
・事業活動によって発生する排水、廃棄物、油
類、化学物質等の種類及び量 
・排水及び廃棄物の処理方法 
・事故や災害等による流出事故への対策 
・漁港及び周辺海域への環境影響 
・事業開始前の水質等の基礎データ 
・事業開始後の水質等の監視方法 
などを具体的に提出させ、環境への影響が十分に
確認できない場合には認定しない基準とすべきで
す。 

漁港内における環境保全や水産
業への影響防止は、極めて重要と
認識しております。 

審査にあたっては、漁港の適正
な管理および機能保全の観点か
ら、環境への影響に十分配慮する
必要があると考えております。 

ご提案いただいた具体的な確認
事項等につきましては、個別の事
業認定の審査過程において、関係
法令等に基づき、漁港の保全に支
障が生じないよう適切に対応して
まいります。 



２ 1 

漁港は漁業活動のための施設であり、民間事業
者による利用によって、漁船の出入港、漁具の保
管、荷揚げ、操業その他の漁業活動が制約される
ことがあってはならないと考えます。 
 また、事業による水質や生態系への影響が、結
果として魚介類の生息環境や漁獲量に悪影響を与
える可能性についても、事前に評価すべきです。 
 施行規則第 24 条には「当該漁港の利用を阻害し
ないこと」や「当該漁港の保全に支障を及ぼさな
いこと」が定められていますが、これらについて
具体的に何をもって「阻害しない」「支障を及ぼさ
ない」と判断するのか、客観的な基準を明示して
ください。 
 特に、漁業者への影響については、事業者側の
説明だけで判断するのではなく、地元漁業者や漁
業協同組合等から意見を聴取し、その意見を審査
に反映させる仕組みを設けるべきです。 

施行規則第 24 条に定める「当該
漁港の利用を阻害しないこと」及
び「当該漁港の保全に支障を及ぼ
さないこと」の判断にあたっては、
個別の事業内容や現地の漁港利用
の状況等を踏まえ、多角的な視点
から慎重に審査を行ってまいりま
す。 

また、個別の審査過程において
は、必要に応じ関係する漁業協同
組合等との調整状況等も踏まえつ
つ、適切に対応してまいります。 

３ １ 

施行規則第 24 条では、事業者について「必要な
資力及び信用を有していること」が要件とされて
います。 
ここでいう「信用」について、単に財務状況や事
業遂行能力だけを見るのでは不十分だと考えま
す。 
 過去に、 
・環境関係法令に違反したことがある 
・廃棄物処理等について不適切な対応を行ったこ
とがある 
・行政から改善命令等を受けたことがある 
・重大な事故や環境汚染を発生させたことがある 
・公共施設等の利用において重大な契約違反を行
ったことがある 
といった事業者については、その内容や改善状況
を厳格に審査し、漁港施設の貸付先として不適切
な場合には認定しない基準を設けるべきです。 

施行規則第 24 条に定める「必
要な資力及び信用を有しているこ
と」の審査にあたっては、事業遂
行の確実性に加え、関係法令の遵
守状況等も含め、個別の申請内容
に応じて適切に確認を行ってまい
ります。 

 ご指摘の過去の法令違反等の
実績や社会的信用に関する事項に
つきましても、申請者の適格性を
判断するため、必要な事項につい
て誓約書の提出を求め、適正を欠
くおそれがある場合には、厳正に
対応してまいります。 



４ １ 

最も重要なのは、認定時の審査だけでなく、貸
付後に事業者が計画どおり適切に施設を利用して
いるかを県が継続的に確認できる仕組みです。 
 認定時には問題がなくても、事業内容の変更、
設備の変更、事業規模の拡大等によって、環境や
漁業への影響が発生する可能性があります。 
 そのため、 
・定期的な事業実施状況の報告 
・水質等の定期的な測定及び結果の公表 
・県による立入検査 
・事業内容を変更する場合の事前承認 
・事故や環境異常が発生した場合の即時報告 
・違反時の改善命令及び貸付契約の解除 
・事業終了時の原状回復義務 
を明確に制度化すべきです。 
 特に、環境汚染や漁業被害が発生した場合に、
県民の税金を使って原状回復することにならない
よう、事業者に十分な保証・賠償責任を負わせる
仕組みをあらかじめ設けるべきです。 

貸付後における継続的な状況把
握や、環境・漁業への影響防止の
重要性につきましては、十分に認
識しております。 

漁港施設の貸付期間中におきま
しても、適正な運営を確保するた
め、法令に基づく報告の徴収や調
査等を通じて事業の実施状況を適
時把握し、必要に応じて適切な指
導に努めてまいります。 

また、事業内容に変更が生じた
際や万が一の事故等が発生した場
合、あるいは基準に適合しなくな
ったと認められるとき等につきま
しても、法令に基づく勧告や認定
の取消し、契約の解除等を含め、
関係法令及び契約に基づき厳正に
対処してまいります。 

さらに、施設利用終了時の原状
回復義務につきましても、契約等
の規定に基づき適切に対応してま
いります。 

５ １ 

今回、県は県管理漁港内の未利用地の活用を目
的として民間事業者への貸付を検討しているが、
「未利用地であること」と「民間事業者に貸し付
けることが適切であること」は別の問題です。 
漁港施設は将来の漁業振興、防災、地域振興等の
ために必要となる可能性もあります。 
 したがって、単に現在利用されていないという
理由だけで貸付を進めるのではなく、「将来的にも
漁業・防災・公共利用のために必要性が低いの
か」「民間利用によって失われる公共的価値はない
のか」「他の公共的な活用方法はないのか」 
を事前に検討したうえで、民間への貸付が本当に
適切な場合に限って認定すべきです。 

県管理漁港内の未利用地の活用
にあたっては、漁港の本来の目的
や将来的な活用可能性に支障を及
ぼさないことが大前提であると考
えております。 

ご指摘のとおり、単に現在利用
されていないという理由のみで判
断するのではなく、地域の漁業活
動への影響や防災上の必要性、さ
らには公共的な観点等も踏まえ、
慎重に検討を行うべきものと認識
しております。 

そのため、貸付の検討や個別の
認定にあたりましては、漁港の適
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正な管理運営や公共的価値の確保
に十分配慮し、適正に対応してま
いります。 

６ １ 

環境や漁業への影響について十分な情報が得ら
れない場合、「影響がない」と判断するのではな
く、予防的な観点から認定を見送る仕組みが必要
です。 
 漁港は一度環境が悪化した場合、その影響を完
全に元に戻すことが困難な場合があります。 
 したがって、審査基準には、環境や漁業への重
大な影響が合理的に否定できない場合には認定し
ないという考え方を明確に盛り込むべきです。 

環境や漁業への影響に対する予
防的な配慮の必要性や、一度悪化
した環境を回復することの難しさ
につきましては、十分に認識して
おります。 

漁港における事業の認定にあた
りましては、漁港の適正な管理や
環境・漁業への影響防止に万全を
期すべきものと捉えております。 

そのため、個別の審査におきま
しては、事業内容を詳細に確認
し、適切に対応してまいります。 

７ １ 

漁港は地域住民や漁業者にとって身近な公共施
設です。 
 民間事業者への貸付によって、騒音、交通、悪
臭、水質、景観、漁船の利用等に影響が生じる可
能性がある以上、認定前に地元漁業者、漁業協同
組合、周辺住民等から意見を聴取し、その意見及
び県の判断理由を公表する仕組みが必要です。 

単に法令上の形式的な要件を満たしているかど
うかだけではなく、地域社会にとって本当に望ま
しい事業なのかを判断してください。 

漁港施設の貸付や事業の実施に
あたっては、関係する漁業者や地
域住民等の理解を得ることが重要
であると考えております。 

審査においては、関係法令に基
づき適切に意見を聴取するなど、
公正な手続を確保した上で、関係
者への影響等について適切に確認
してまいります。 
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